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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第44期 

第３四半期 
連結累計期間 

第45期 
第３四半期 

連結累計期間 
第44期 

会計期間 
自平成28年４月１日 
至平成28年12月31日 

自平成29年４月１日 
至平成29年12月31日 

自平成28年４月１日 
至平成29年３月31日 

売 上 高 （千円） 70,565,576 69,282,581 99,359,979 

経 常 利 益 （千円） 4,180,604 2,880,259 5,721,503 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益 
（千円） 2,833,835 1,920,680 3,945,389 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 3,008,914 1,949,671 4,070,871 

純 資 産 額 （千円） 30,672,243 32,780,426 31,740,836 

総 資 産 額 （千円） 105,336,677 130,158,547 114,872,186 

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 79.09 53.47 110.06 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） 79.06 53.40 110.04 

自 己 資 本 比 率 （％） 29.1 25.2 27.6 

 

回次
第44期

第３四半期
連結会計期間

第45期
第３四半期

連結会計期間

会計期間
自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 18.04 10.63 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況 

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国を始めとする海外の経済情勢や地政学リスクの影響が懸

念されるものの、企業収益や雇用・所得環境は改善傾向にあり、株価も上昇基調となり、個人消費や設備投資が緩

やかに持ち直し、景気は概ね回復基調で推移いたしました。 

 不動産業界におきましては、景気が緩やかに回復する中、金融緩和による資金調達環境の改善を背景に良質な分

譲用地の取得競争の激化や地価の上昇が続いた結果、不動産融資への抑制傾向がでてきました。また、建築コスト

の高止まり等により、新築分譲マンションを中心に分譲事業は依然として厳しい事業環境となりました。一方で、

低価格帯を中心とした中古マンションの流通市場規模が拡大し、活況を呈しました。 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の当第３四半期連結累計期間の売上高は前年同期並みとなりましたが、中

古住宅買取仕入が予定より遅れたこと等により、各段階利益は、前第３四半期連結累計期間に比べ減少する結果と

なりました。 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 分譲住宅セグメントにおいては、当第３四半期連結累計期間の自由設計住宅の引渡戸数は前年同期に比べ18戸減

少し503戸（前年同期は521戸）となり、分譲マンションは当第３四半期連結累計期間中の新たな完成引渡し物件が

なかったため、在庫分の引渡戸数７戸（前年同期は76戸）と減少しました。その結果、当セグメントの売上高は

20,409百万円（前年同期比10.1％減）、セグメント利益は905百万円（前年同期比48.3％減）となりました。 

 住宅流通セグメントにおいては、当第３四半期連結累計期間の中古住宅の引渡戸数は1,007戸（前年同期は1,108

戸）、新築建売住宅の引渡戸数は20戸（前年同期は92戸）となり、引渡戸数は前第３四半期連結累計期間より減少

することとなりました。また、中古住宅の良質な物件への入替えを目的に一部の低採算物件を積極的に処分したこ

とと粗利率の高い新築建売住宅の減少を反映して、売上高は22,058百万円（前年同期比7.5％減）、セグメント利

益は262百万円（前年同期比74.7％減）となりました。

 土地有効活用セグメントにおいては、前連結会計年度末の個人投資家向け一棟売賃貸アパートの豊富な受注残を

反映して、売上高は14,973百万円（前年同期比11.0％増）と増加となり、セグメント利益も1,873百万円（前年同

期比25.7％増）と増益となりました。 

 賃貸及び管理セグメントにおいては、主として土地有効活用事業にリンクした賃貸物件引渡しに伴い管理物件の

取扱い件数が増加したことと、中古住宅アセット事業による中古賃貸管理物件の増加により、当セグメントの売上

高は11,564百万円（前年同期比13.1％増）となり、セグメント利益は1,134百万円（前年同期比26.0％増）と増益

となりました。 

 注文住宅セグメントにおいては、当第３四半期連結累計期間の引渡戸数は11戸（前年同期は14戸）となり、当第

３四半期連結累計期間の売上高は276百万円（前年同期比11.4％減）、セグメント利益は12百万円（前年同期比

6.8％増）となりました。

 以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は69,282百万円（前年同期比1.8％減）となり、営業

利益は3,085百万円（前年同期比28.4％減）、経常利益は2,880百万円（前年同期比31.1％減）、親会社株主に帰属

する四半期純利益は1,920百万円（前年同期比32.2％減）となりました。
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(2）財政状態の分析

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は130,158百万円となり、前連結会計年度末に比べ15,286百万円増

加しました。 

 流動資産は107,607百万円となり、前連結会計年度末に比べ10,299百万円の増加となりました。これは主とし

て、たな卸資産の増加額11,457百万円及び繰延税金資産の減少額144百万円を反映したものであります。固定資産

は22,551百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,986百万円増加しました。これは主として、有形固定資産の増

加額4,601百万円及び投資その他の資産の増加額269百万円を反映したものであります。

 流動負債は40,721百万円となり、前連結会計年度末に比べ11,036百万円の増加となりました。これは主として、

短期借入金の増加額13,590百万円及び支払手形・工事未払金の減少額910百万円、未払法人税等の減少額820百万円

を反映したものであります。固定負債は56,656百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,210百万円の増加となり

ました。これは主として、長期借入金の増加額3,210百万円を反映したものであります。

 純資産は32,780百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,039百万円の増加となりました。これは主として、配

当金の支払による減少額969百万円、自己株式の処分による増加額36百万円及び親会社株主に帰属する四半期純利

益の計上による増加額1,920百万円を反映したものであります。自己資本比率は、前連結会計年度末の27.6％から

25.2％と低下する結果となりました。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 105,000,000

計 105,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 36,849,912 36,849,912
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 36,849,912 36,849,912 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 36,849 － 4,872,064 － 2,232,735

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式   － － －

議決権制限株式（自己株式等）   － － －

議決権制限株式（その他）   － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 904,300 － 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 35,934,600 359,346 同上

単元未満株式 普通株式 11,012 －
１単元（100株）
未満の株式

発行済株式総数   36,849,912 － －

総株主の議決権   － 359,346 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

フジ住宅株式会社
大阪府岸和田市土生
町１丁目４番23号

904,300 － 904,300 2.45

計 － 904,300 － 904,300 2.45

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 12,271,581 11,225,751 

完成工事未収入金 109,401 242,150 

販売用不動産 23,284,681 23,951,671 

仕掛販売用不動産 21,026,161 26,405,335 

開発用不動産 38,473,176 43,879,338 

未成工事支出金 34,006 28,488 

貯蔵品 37,413 47,819 

繰延税金資産 414,343 270,318 

その他 1,678,831 1,577,851 

貸倒引当金 △21,649 △21,185 

流動資産合計 97,307,948 107,607,539 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 4,885,269 6,244,163 

機械装置及び運搬具（純額） 0 0 

工具、器具及び備品（純額） 249,559 274,065 

土地 10,500,112 12,864,176 

リース資産（純額） 1,059 470 

建設仮勘定 130,788 984,978 

有形固定資産合計 15,766,789 20,367,853 

無形固定資産 152,993 269,465 

投資その他の資産    

投資有価証券 608,472 642,986 

長期貸付金 73,557 70,185 

繰延税金資産 149 69,872 

その他 963,779 1,134,170 

貸倒引当金 △1,502 △3,526 

投資その他の資産合計 1,644,455 1,913,688 

固定資産合計 17,564,238 22,551,007 

資産合計 114,872,186 130,158,547 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金 3,650,026 2,739,412 

電子記録債務 619,068 446,909 

短期借入金 15,781,689 29,372,220 

リース債務 826 508 

未払法人税等 976,712 156,371 

前受金 4,926,425 4,966,163 

賞与引当金 216,300 82,200 

業績連動役員報酬引当金 36,350 － 

その他 3,477,355 2,957,654 

流動負債合計 29,684,754 40,721,439 

固定負債    

長期借入金 53,222,681 56,433,085 

リース債務 317 － 

再評価に係る繰延税金負債 52,645 52,645 

その他 170,950 170,950 

固定負債合計 53,446,595 56,656,681 

負債合計 83,131,349 97,378,121 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,872,064 4,872,064 

資本剰余金 5,747,639 5,758,446 

利益剰余金 21,564,043 22,514,843 

自己株式 △497,081 △471,038 

株主資本合計 31,686,665 32,674,315 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △39,433 △10,443 

土地再評価差額金 74,904 74,904 

その他の包括利益累計額合計 35,470 64,461 

新株予約権 18,700 41,648 

純資産合計 31,740,836 32,780,426 

負債純資産合計 114,872,186 130,158,547 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

売上高 70,565,576 69,282,581 

売上原価 58,600,637 57,794,015 

売上総利益 11,964,938 11,488,565 

販売費及び一般管理費    

販売手数料 1,227,877 1,196,487 

広告宣伝費 1,253,079 1,727,651 

販売促進費 69,785 53,784 

給料及び賞与 2,043,992 2,097,014 

貸倒引当金繰入額 8,152 4,957 

賞与引当金繰入額 34,817 38,648 

事業税 111,900 99,100 

消費税等 371,049 403,231 

減価償却費 56,497 82,729 

賃借料 281,245 333,376 

その他 2,198,153 2,366,014 

販売費及び一般管理費合計 7,656,550 8,402,995 

営業利益 4,308,388 3,085,570 

営業外収益    

受取利息 1,208 1,128 

受取配当金 15,103 15,192 

受取手数料 110,472 109,611 

違約金収入 26,817 14,211 

その他 72,790 59,257 

営業外収益合計 226,392 199,400 

営業外費用    

支払利息 262,653 338,209 

コミットメントフィー 70,000 18,500 

その他 21,521 48,001 

営業外費用合計 354,175 404,711 

経常利益 4,180,604 2,880,259 

特別利益    

固定資産売却益 1,416 － 

特別利益合計 1,416 － 

特別損失    

固定資産売却損 1,409 9,065 

固定資産除却損 348 1,235 

特別損失合計 1,757 10,300 

税金等調整前四半期純利益 4,180,264 2,869,959 

法人税、住民税及び事業税 1,190,900 880,500 

法人税等調整額 155,528 68,778 

法人税等合計 1,346,428 949,278 

四半期純利益 2,833,835 1,920,680 

非支配株主に帰属する四半期純利益 － － 

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,833,835 1,920,680 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

四半期純利益 2,833,835 1,920,680 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 175,079 28,990 

その他の包括利益合計 175,079 28,990 

四半期包括利益 3,008,914 1,949,671 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 3,008,914 1,949,671 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（追加情報）

（有形固定資産から販売用不動産への振替）

 所有目的の変更により、有形固定資産の一部を販売用不動産に振替いたしました。その内容は以下のとおり

であります。

 
前連結会計年度 

（自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

建物及び構築物 336,251千円 260,577千円 

土地 774,710 522,595 

計 1,110,962 783,172 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

顧客の住宅つなぎローンに対する保証 1,456,900千円 302,000千円

 当社の分譲住宅引渡し時点において、顧客の住宅ローンに係るつなぎローン資金（金融機関の抵当権

設定前に当社が受領するローン資金）を受領しております。物件の引渡し後、顧客が住所移転を完了

し、物件の所有権移転が行われ、その後融資金融機関が抵当権の設定をするまでの期間（平均20日から

30日程度）、当該つなぎローンの融資金融機関に対し、連帯保証を行っております。

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間（自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自  平成29年４月１日  至  平成29年12月31日）

 当社が属する不動産業界におきましては、一般に、マンション・住宅等の引渡し(売上計上)時期は第４四

半期、特に３月に集中する傾向があります。当社は、不動産販売事業における戸建住宅を中心とした引渡し

時期の平準化に努めており、前第３四半期連結累計期間実績及び当第３四半期連結累計期間実績の年間売上

予想に対する実績進捗率はそれぞれ73.3％及び65.4％となりました。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成29年４月１日
至  平成29年12月31日）

減価償却費 266,905千円 399,139千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日） 

 配当金支払額

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日

定時株主総会
普通株式 464,412千円 13円 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金

平成28年10月31日

取締役会
普通株式 466,642千円 13円 平成28年９月30日 平成28年11月22日 利益剰余金
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日） 

 配当金支払額

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月21日

定時株主総会
普通株式 466,642千円 13円 平成29年３月31日 平成29年６月22日 利益剰余金

平成29年10月27日

取締役会
普通株式 503,237千円 14円 平成29年９月30日 平成29年11月21日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

  分譲住宅 住宅流通 土地有効活用 賃貸及び管理 注文住宅 

売上高            

外部顧客への売上高 22,705,606 23,834,259 13,486,643 10,226,801 312,264 70,565,576 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － － 

計 22,705,606 23,834,259 13,486,643 10,226,801 312,264 70,565,576 

セグメント利益 1,752,003 1,037,464 1,490,430 899,898 11,670 5,191,467 

（注）所有目的の変更により、有形固定資産の一部を販売用不動産に振替いたしましたが、この変更に伴うセグメント利

益に与える影響はありません。
 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 5,191,467  

セグメント間取引消去 36,700  

全社費用（注） △919,779  

四半期連結損益計算書の営業利益 4,308,388  

  （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

  分譲住宅 住宅流通 土地有効活用 賃貸及び管理 注文住宅 

売上高            

外部顧客への売上高 20,409,413 22,058,030 14,973,642 11,564,876 276,617 69,282,581 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － － 

計 20,409,413 22,058,030 14,973,642 11,564,876 276,617 69,282,581 

セグメント利益 905,323 262,225 1,873,606 1,134,157 12,469 4,187,782 

（注）所有目的の変更により、有形固定資産の一部を販売用不動産に振替いたしましたが、この変更に伴うセグメント利

益に与える影響はありません。 
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 4,187,782  

セグメント間取引消去 43,300  

全社費用（注） △1,145,511  

四半期連結損益計算書の営業利益 3,085,570  

  （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 79円09銭 53円47銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 2,833,835 1,920,680

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
2,833,835 1,920,680

普通株式の期中平均株式数（千株） 35,831 35,921

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 79円06銭 53円40銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 12 44

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

 平成28年６月23日開催の定

時株主総会において決議され

た新株予約権

新株予約権の個数 1,634個

普通株式    817,000株

 平成29年８月８日開催の取

締役会において決議された新

株予約権

新株予約権の個数 20,000個

普通株式   2,000,000株

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

２【その他】

 平成29年10月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額…………………… 503,237千円

(ロ）１株当たりの金額………………………………… 14円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………… 平成29年11月21日

 （注） 平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

      平成30年２月２日

フジ住宅株式会社      
 
  取締役会 御中  

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 辻内 章   印 

         

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 美馬 和実  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 藤川 賢   印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているフジ住宅株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、フジ住宅株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


